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第３１回 大阪市人権施策推進審議会 会議録 
 
 
１ 日 時 平成２７年７月１０日（金曜日）午前１０時～１２時 
 
２ 場 所 大阪市役所本庁舎 屋上階 Ｐ１会議室 
 
３ 出席者 大阪市人権施策推進審議会委員              大前 藍子 

金沢 一博 
（会  長）川崎 裕子 

杉村 幸太郎 
（会長代理）中井 伊都子 

西田 芳正 
村木 真紀 
森  実 

市民局理事                       吉村 浩 
市民局ダイバーシティ推進室長              平澤 宏子 
市民局ダイバーシティ推進室人権企画課長         籔中 昭二 
市民局ダイバーシティ推進室多文化共生担当課長      柴田 昌美 
市民局ダイバーシティ推進室共生社会づくり支援担当課長  柿木 敏也 
大阪市人権啓発・相談センター所長            吉岡 和彦 
大阪市人権啓発・相談センター副所長           濱崎 聡 
市民局ダイバーシティ推進室人権企画課長代理       辻井 善寛 
市民局ダイバーシティ推進室人権企画課担当係長      寺見 隆彦 

 
４ 議題 
  １ ヘイトスピーチへの対処にかかる答申後の取組み状況について 
  ２ 大阪市人権行政推進計画に基づく平成２７年度の取組みについて 

（１）「人権の視点！１００！」実行プログラムの取組みについて 
（２）「人権が尊重されるまち」指標について 
（３）「人権問題に関する市民意識調査」の実施について 
（４）人権啓発の取組みについて 
（５）人権相談の取組みについて 
（６）多文化共生の取組みについて 

 ３ その他報告事項 
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（１）連続差別事象について 
（２）第４回大阪市同和問題に関する有識者会議について 

 
５ 議事 
○寺見人権企画課担当係長 ただいまから第３１回大阪市人権施策推進審議会を開催しま

す。私は本日の司会を担当します人権企画課担当係長の寺見です。 
 まず、本日の審議会の取扱いを説明します。この審議会は、「大阪市人権施策推進審議会

規則」及び「審議会等の設置及び運営に関する指針」に基づき、公開としています。また、

本日の議事録、議事要旨については後日、市民局ホームページへ掲載する予定です。 
お手元に、第３１回大阪市人権施策推進審議会次第、大阪市人権施策推進審議会委員名

簿、配席図をお配りしています。本日、有澤委員、武田委員、永井委員、宮本委員、代田

委員におかれましては、ご欠席との連絡をいただいています。また、事務局の紹介は省略

させていただきます。 
それでは、大阪市からの出席者を代表しまして、市民局理事の吉村からご挨拶を申しあ

げます。 
○吉村市民局理事 市民局理事の吉村でございます。委員皆様におかれましては、ご多用

中のところ、本日、審議会にご出席を賜りまして誠にありがとうございます。また日ごろ

より委員皆様方には人権行政の推進をはじめといたしまして、市政の各般にわたり、ご理

解、ご協力を賜り厚く御礼申しあげます。 
人権をめぐる諸情勢といたしましては、もう皆様方もご承知の通りでございますが、女

性やこども、高齢者に対する虐待、また、セクシュアルハラスメント、パワーハラスメン

ト、いじめの問題、インターネットを通じました誹謗中傷、さらには特定の人種、民族に

対する差別的な言動、ヘイトスピーチなどなど、さまざまな課題が顕在化してきていると

ころでございます。こうした課題に対処するため、本市といたしましても、これまで「大

阪市人権行政推進計画」に基づきまして、例えば、地域に根差した啓発の取組みなど、各

区役所、各局におきまして、それぞれ施策を取り組んできておりますとともに、ヘイトス

ピーチへの対処など新しい人権課題に対する対応も図ってきているところでございます。 
本日は、こうした大阪市の取組み、平成２７年度の施策の取組み状況につきまして報告

させていただくとともに、ヘイトスピーチに関しまして、この審議会でご答申をいただい

た以降の状況を含めまして説明させていただきたいと思います。そのうえで、皆様方に忌

憚のないご意見を頂戴いたしまして、今後の施策に活用してまいりたいと考えております。

今後とも市民一人一人がお互いに個性を尊重し認め合い自分らしく幸せに生きていける、

そういう人権尊重のまちの実現に向けまして取り組んでいきたいと考えておりますので、

委員の皆様におかれましては引き続きご指導、ご助言賜りますようお願い申しあげまして

挨拶とさせていただきます。それでは、ご審議のほどよろしくお願いいたします。 
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○寺見係長 それではこれより議事に入ってまいりますが、議事の進行については、川崎

会長にお任せします。川崎会長、よろしくお願いします。 
○川崎会長 会長の川崎です。それでは、第３１回大阪市人権施策推進審議会次第に従い

議事を進めてまいります。議題１「ヘイトスピーチへの対処にかかる答申後の取組み状況

について」、事務局から説明願います。 
○籔中課長 人権企画課長の籔中です。 
資料１－１「ヘイトスピーチへの対処にかかる答申後の取組み状況について」に沿って

説明をさせていただきます。ヘイトスピーチへの対処については、昨年９月に市長から諮

問をさせていただき、２月１０日の第３０回大阪市人権施策推進審議会でご議論いただい

た上で、２月２５日に「ヘイトスピーチに対する大阪市としてとるべき方策について」と

して答申をいただきました。本市においては、この答申に沿って、条例案要綱（案）の検

討を進め、３月１３日から４月１２日に、市民の皆様方に条例案要綱（案）を公表し、ご

意見を募集させていただきました。意見内容は、受付通数は１５６９通、意見は３３６８

件を頂戴しました。意見の主な概要は、条例の制定の趣旨あるいは意義に関するものとし

て２２６７件（約６７．３％）、条例案要綱（案）の内容に関するものとして９０３件（２

６．８％）頂戴しました。条例制定の趣旨や意義に関するもの、いわゆる入り口論ですが、

憲法で保障されている表現の自由との関係から憲法違反になるのではないか、ヘイトスピ

ーチの定義が曖昧ではないか、外国人や特定の民族の利益となって日本人の言論弾圧にな

るのではないかという意見がございました。一方、大阪市がヘイトスピーチを許さない姿

勢を打ち出す意味は非常に大きいとする条例制定を求める強い意見もございました。 
次に条例案要綱（案）の具体的な中身に関するものとしまして、市域以外での行為に条

例を適用することへの疑問、訴訟費用を支援することへのご意見、ご批判、また、表現活

動のヘイトスピーチへの該当性などを審査するヘイトスピーチ審査会の中立性・公平性の

確保について憂慮する、というご意見もございました。こういった多数のご意見を鑑みな

がら、大阪市としましては、ヘイトスピーチ審査会から中立公正なご意見をいただけるよ

う、その委員については政治的に中立であることを要件に加えるということも含めまして、

「大阪市ヘイトスピーチへの対処に関する条例案」を作成し、５月２２日に大阪市会に提

出をし、審議に付したところです。 
 次に、条例案の目的・趣旨は、個人の尊厳を害し差別意識を生じるおそれのあるヘイト

スピーチが、大阪市内で現実に行われている状況をふまえ、条例を制定することにより、

市としてまずヘイトスピーチは許さないという姿勢を明確に示す、ヘイトスピーチからの

市民等の人権擁護とその抑止を図るということを主目的・趣旨としたところです。条例の

内容は主なポイント４点を整理させていただいています。まず（１）ですが、ヘイトスピ

ーチの定義についての明確化です。まず対象としては、人種もしくは民族に係る特定の属

性を有する個人又は当該個人により構成される集団に対する表現活動であって、目的性、
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態様、不特定性という３つの要件のいずれにも該当することとしたところです。また、他

の表現活動で、印刷物、あるいは光ディスク、インターネット等の媒体を用いて、拡散す

る活動も表現活動に含めるとするとともに、大阪市内で行われた表現活動だけではなく、

市外であっても市民等に対して行われた場合、あるいは市内で行われたものを拡散する場

合についても対象となるとしたところです。次に（２）ですが、ヘイトスピーチの拡散防

止措置及び認識の公表として、ヘイトスピーチに該当する場合、表現内容の拡散防止措置

をとるとともに、表現内容の概要、表現活動を行った者の氏名、名称等について、事前に

意見陳述などの機会を与えることとしながら、公表することとしたところです。（３）です

が、ヘイトスピーチに関する司法判断の促進、あるいは蓄積を図るということで、被害を

受けた者が訴訟を提起する場合にその費用を貸し付けるとともに、有益な司法判断がなさ

れた場合には返還の免除も可能とする支援を実施することとしたところです。最後に（４）

にございますが、ヘイトスピーチの該当性、あるいは本市が行う措置等について、行政が

恣意的な判断を行うことのないようにするため、中立的な審査機関として、憲法、国際法、

行政法各分野の専門家及び弁護士等で構成するヘイトスピーチ審査会を設置することとし

たところです。２から５ページに関しては、それぞれ条例の条項と、ただいま申しあげた

ような条例の特徴であるところをピックアップしてまとめたものですので、ご参考にご覧

いただければと思います。また、資料１－３に今回の条例案の全文をつけております。今、

概要を申しあげたところですので、詳細についてはこれをご覧いただけたらと思います。 
次に、大阪市会における審議につきまして、６月５日の財政総務委員会でご審議をいた

だきましたが、表現の自由等の市民の権利にかかわるものだけに慎重を期す必要があり、

また、市民に理解してもらうためにも時間をかけて議論することが必要である。また、ヘ

イトスピーチ審査会の審査が中立公正なものとなるように人選の方法等について検討する

必要がある。また、国で法整備等の対策がなされていたなら、もっと市としても踏み込ん

だ対応ができるだろうというさまざまなご意見を頂戴したところですが、結果としては、

６月１０日の本会議において継続審査の取扱いとなったところです。なお、市会において

は、６月１０日に市民の人権を擁護する観点から、ヘイトスピーチの根絶に向けて実効性

のある法律の整備を視野に入れた対策を早急に進めるよう強く要望するという内容の意見

書が可決されたところです。 
今後、私どもとしては、この間の経過を踏まえて、たくさん頂戴したご意見も踏まえて、

引き続き市会への、議論への対応を図ってまいりますとともに、市民の皆様に対してヘイ

トスピーチに関する啓発あるいは周知という取組みを積極的に進めて参りたいと考えてい

るところです。 
○川崎会長 ただいま、事務局から議題１、ヘイトスピーチへの対処にかかる答申後の取

組み状況について説明がありました。ご意見やご質問等ございますでしょうか。 
○村木委員 基本的なところですが、継続審査ということは、もう一度出し直しになるの
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でしょうか。それとも一旦これは廃案になるのでしょうか。 
○籔中課長 継続審査は廃案ではなく、継続的に審議していくということで、改めて市会

に上程をしなくても、継続的に条例案が審議されることになっている状態になっています。

現在、市会は閉会中ですが、例年ですと、９月に開会されますので、その中でまた審議さ

れるという予定になると思います。 
○村木委員 わかりました。ありがとうございます。 
○森委員 今の件ですけれども、私の認識では国会等で継続審議といえば実質廃案を意味

すると認識していまして、これまでの実例で、継続審議になったものが次回の市会で議論

されてこうなった、あるいはされなかったというのはどういう比率でしょうか。 
○平澤ダイバーシティ推進室長 比率等については把握していません。国会では森委員が

おっしゃたような取扱いかもしれませんが、大阪市会においては、次回、市会開会されれ

ば審議を続けるということになっておりますので、今の時点では私どもとしましては廃案

になったという感覚は持っておらず、引き続き審議をお願いしたいと考えています。 
○川崎会長 ほか、ご質問ございませんでしょうか。 
○大前委員 この条例案の内容について、２点あるのですが、１点目が資料１－２の１ペ

ージに、大阪市内で行われたものだけではなく市外であっても市民等に対して行われた場

合ということで、「市外で大阪市民に対するヘイトスピーチが行われた場合や、市内で行わ

れたヘイトスピーチをインターネットで公開する場合など」とあるのですが、市外で行わ

れた場合、特定の大阪市民を対象にはしていないが、大阪市内にいる方が、何らかの不利

益を被ったり、何かしら感じられた場合を対象に大阪市民に対すると限定されているのか、

それ以外であっても不特定多数の内容であるけれども、大阪市民がそれに対して訴訟なり

を起こすことができるのか、そこはどうなっているのかと思ったのが１点。資料１－３の

第８条で、「本市の区域内に住所又は主たる事務所を有する特定人等である市民等」がヘイ

トスピーチの訴訟等を行う場合のことについて書かれていますが、例えばその表現活動が

行われた時点では大阪市民ではなかったが、この訴訟を行うために大阪市内に住所を移し

て訴訟を起こすことが可能なのか、そういったことも認められるのか、これを読んでいる

とその辺りの規程がどうなっているのかなと感じたのですが。 
○川崎会長 最初の方はもう一度。 
○大前委員 資料１－２の１ページの（１）ヘイトスピーチの定義等を明確化のところで、

大阪市内で行われたものだけでなく、市外であっても市民等に対して行われた場合という

ことで、これは特定の大阪市民に対してではなくても大阪市民が不利益を被ったと感じら

れる場合や、不特定多数や人種というものに対してヘイトスピーチが行われたときに大阪

市民が不利益を被ったと感じられる場合は、この定義に当てはまるのかどうか。 
○川崎会長 では、事務局。 
○平澤室長 まず１点目の大阪市外で行われたヘイトスピーチの件ですけれども、大阪市
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外で行われたものについては、基礎自治体がやっている条例となりますので、やはり大阪

市民を対象に行われたということは条件になると考えています。２点目がどの時点で市民

であるかということですけれども、規則で今後定めていく事項になろうかと思いますが、

今時点としましては、ヘイトスピーチが行われた時点で市民であるということが考え方の

基本と考えているところです。今後また詳細は検討してまいりたいと考えています。 
○川崎会長 ほかに何かご意見、ご質問ございますでしょうか。 
○森委員 ２つあります。一つは、資料１－２の６ページ、意見募集の実施結果ですけど

も、その中の大きな４番、意見概要の（１）の下から２番目、上から６番目、日本人への

ヘイトスピーチも同様に対処すべきというご意見をいただいているんですけれども、これ

はその条例案を読む限りでは、そういうことも含むのかなと。そういうことというのは、

日本人に対するヘイトスピーチもヘイトスピーチとして含むのかなと思ったのですが、そ

ういう理解でいいでしょうかというのが一つ。もう一つは、このタイプの条例なり、法律

なりがあるとすれば、かなり画期的というか重要な意味を持つ、言い方を変えると、従来

の法律の枠から少し出ていると言う人も出てくることが予想されるので、前文とかがあっ

ていいようなタイプじゃないかなと思うんですね。それで言いますと、例えば、前文で、

憲法に言及するとか国際法に言及するとかして、この条例案は正当なのだということを理

屈づけるような部分があっていいような気も、いただいているご意見に鑑みても、そうい

うのがあるのではないかなと思いますが、そういう議論はなかったのでしょうか。 
○川崎会長 では、事務局でお願いします。 
○平澤室長 １点目の日本人に対するヘイトスピーチについてですけれども、森委員のご

指摘の通り、日本人に対するヘイトスピーチもこの条例では対象になると考えているとこ

ろです。あと細かい要件に適合するかどうかで判断されていくと考えています。あと２点

目の前文についての検討ですけれども、検討部会でまずご議論いただいた際に、特に前文

を設けてという議論はございませんでして、我々がその後答申いただきまして、条例案を

作っていく際にも特に前文をおいてということは考えていませんでした。実際、現行の法

律に反しないということは色々、先生方からのご意見をいただいて、慎重に検討している

ということで担保はしていると考えています。 
○川崎会長 ほかによろしいでしょうか。どうぞ。 
○森委員 ただ、残念ながら現実問題として、日本国憲法下においてこういう法律はない

わけですよね。人種差別撤廃条約、それに参加している日本政府であるにもかかわらずこ

ういうのはないわけですよね。だとすれば、その点について、先ほど継続審議と関連して

国に対して要望を出すみたいな話がありませんでしたか。 
○平澤室長 意見書ですね。 
○森委員 では、意見書の内容はどうなっているのかをもう少し詳しく知りたいなと思っ

たのですけれども。 
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○平澤室長 意見書の内容そのものということでしょうか。 
○森委員 はい、そうです。 
○籔中課長 お配りはしていませんが、手元に意見書がございますので、読み上げるとい

うことでよろしいでしょうか。 
○森委員 読んで紹介いただければいいと思います。 
○平澤室長 意見書を読み上げます。「近年、我が国では、特定の国籍の外国人を排斥し、

差別を助長する趣旨のヘイトスピーチが行われるなど、外国人等を巡る人権問題について

憂慮すべき状況が生じている。大阪市においても、デモや街宣活動といったヘイトスピー

チが頻繁に行われている。昨年、国際連合自由権規約委員会は、「あらゆる形態の人種差別

の撤廃に関する国際条約（人種差別撤廃条約）」上の人種差別に該当する差別的言動の広が

りに懸念を示し、締約国である日本に対し、このような差別的言動に対処する措置を採る

べきとの勧告をした。さらに、国際連合人種差別撤廃委員会も日本に対し、法による規制

を行うなどのヘイトスピーチへの適切な対処に取り組むことを強く求める勧告を行ってい

る。また、最近の事例では、最高裁判所が平成２６年１２月９日、ヘイトスピーチを行っ

た団体側の上告を棄却したことにより、団体の示威活動が人種差別撤廃条約にいう人種差

別に該当し、表現の自由によって保護されるべき範囲を超えていると判断した大阪高裁判

決が確定した。よって国におかれては、このような状況を踏まえ、市民の人権を擁護する

観点から、ヘイトスピーチの根絶に向けて実効性のある法律の整備を視野に入れた対策を

早急に進めるよう強く要望する。以上、地方自治法第９９条の規程により意見書を提出す

る。」以上です。 
○森委員 どうもありがとうございます。先ほどの１つ目の質問に関連してなのですけど

も、前回この会議で議論しました中身とずれがあるなと思っていまして、前回のこの場所

での議論では、日本人に対するヘイトスピーチは含まないという進み方だったように記憶

しているのですけども、その点はどうですか。 
○川崎会長 私もちょっと、そうは思ったのですけど。 
○中井会長代理 以前はやはり、マイノリティに対する社会としての受け入れに問題が生

じている社会、大阪というところから問題意識がスタートしているので、マイノリティ、

外国人の人たちを排斥するということに対応する一連の動きだったと私も理解をして、そ

のようにお答えした覚えもあるのですけれども、ただ条例案としてできあがったときに、

例えば、向こうから日本人に対してヘイトスピーチが行われたということに対して、それ

を客観的な形で、できあがってみますと、排斥するような読み方はできないかなと。むし

ろ、一つ一つの要件に当てはめてみると、多数の日本人に向けられて社会から排除するこ

とに当たるのかどうかと思いますね。１個１個見ていくと当たらないよねということにな

りますが、入り口として、この表にはそれこそ前文を付けていませんので、対象がマイノ

リティであるということは打ち出していないというのは事実かなと思います。だから、日
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本人だから即対象に当てはまりませんよという話ではなくて、一旦受け付けて、この要件

に該当しないという検討まで入ることは可能ではないか思いますが。始まりと帰着点は確

かにちょっと違っていますけれども、結果として大きく受けとめて、中で審査できる仕組

みになっていると私は理解しました。 
○森委員 ヘイトスピーチにかかわる議論はどっちもどっちということになるのを危惧し

ているところがありまして、それもあるから前文というのを申しあげたのですけれども、

どういう趣旨でこの条例を出すのかという趣旨文があれば、そういうこともスムーズに進

むと思うのですけれども、それがないと文言だけで議論をするような話になって、両者の

集団間にある力関係だとか差別にかかわる歴史だとか、そういうことが、詐称されてしま

うのじゃないかという心配をすごくするところはあります。 
○中井会長代理 部会で検討したときに、そういうことで答申の一番頭に６行、８行ほど

ですけれども、大阪市の基本的な考え方というのを打ち出して、大阪市では在日韓国人、

朝鮮人をはじめとする、こういう現状の中でヘイトスピーチを許さないという姿勢を明確

に出していくんだということを訴えました。ここを、条例案という、条例ということには

なじまないのかもしれませんが、今後、市で採択していただくなり、希望的観測ですがし

ていただけるとすると、そこで何か宣言のようなものにご活用いただけると、私たちの意

思、森委員のご指摘の点は反映できるのかなというように思いますけれども、そこを強く

希望したいと思います。 
○平澤室長 本市にいただきました意見も踏まえまして、今後の議論には生かすような形

にはしていきたいとは考えております。 
○川崎会長 それでは時間の関係もありますので、ただ今の委員各位のご意見、ご指摘を

踏まえまして、事務局においてご検討の上、ヘイトスピーチへの対処にかかる取組みにつ

いて確実に進めていただきたい。せっかくこれまで多くの検討をいただきましたので、廃

案にならないようにお願いしたいと思います。 
では引き続き、議事を進めさせていただきます。議題２大阪市人権行政推進計画に基づ

く平成２７年度の取組みについてにつきましては、議題は６つございますが、一括して事

務局から説明を受け、最後にまとめてご意見ご質問をお願いすることといたします。２－

（１）「人権の視点！１００」実行プログラムの取組みについて、以降順番に事務局から説

明をお願いします。 
○辻井人権企画課長代理 人権企画課長代理の辻井です。私からは、２の（１）、（２）、（３）

までを説明させていただきます。まずは、資料２をご覧いただけますでしょうか。青い冊

子「大阪市人権行政推進計画」です。中に１枚差し込みが入っていますけれども、これは

一旦置いていただきまして、この見開きで説明させていただきます。 
平成２１年２月に、本市が人権尊重の観点からの行政運営を市民と協働して進めるため

に、この「大阪市人権行政推進計画」を策定しています。この計画においては、大きく４
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つ柱立て、取組みを掲げています。まず１番目としまして、「人権の視点！１００！」とい

うことで実行プログラムの取組みをさせていただいていますので説明させていただきます。 
「人権の視点！１００！」見開きの左側、①となっている部分でございますけども、「人

権の視点！１００！」は行政運営における人権尊重の視点を明らかにし、本市の全ての部

署が何を目指しているか、何をどのように改善するかを、６つの観点、「伝える」、「聴く・

知る」、「備える」、「支える」、「つながる」、「務める」から職員及び市民の方々にわかりや

すく示したものです。大阪市内どの部署においても、全ての事業を行う際には、この６つ

の観点を視点においた上で実施していくということになっています。それで、毎年度、全

ての部署でこの観点に基づく実行プログラムを策定させていただいておりまして、人権尊

重の観点から日常業務の改善、見直しに取組んでいるところです。ここで、資料２－（１）

をご覧いただきたいと思います。１枚目が区役所、２枚目が局あるいは室のプログラムで

す。それぞれ左側に平成２６年度の取組みを行った内容、あるいは、それにより評価でき

た項目を掲げております。右側に本年度、平成２７年度の取組みの内容を記載させていた

だいております。全ての部署、５０ございまして、この場で全てを説明するのは割愛させ

ていただきますけれども、それぞれの特徴を説明させていただきます。 
まず、区役所ですけれども、区によって多少表現が異なるんですが、平成２６年度を見

ますと、例えば、左側の番号７番目、港区役所、案内表示の改善となっております。１３

番の東淀川区、こちらではエレベーターの中でフロアの案内、１階は○○課、２階は△△

課というフロアの案内をしていくと。あるいは２３番目、東住吉区は、床に色分けしてい

る動線テープを貼って、市民の皆さんにこういう用件でしたらこちらですよというのをわ

かりやすくする取組みをしているということで、来庁者に対して、優しいあるいはわかり

やすいという観点、あるいは、此花区や、生野区など、接遇を改善した、表現では笑顔で

の応対というような取組みを実践していく職場が多く見受けられます。区役所は、市民に

一番近いところですので、どこの区においてもそれぞれの工夫で、市民あるいは区民本位

の行政を目指しての取組みを行っているところです。 
 ２枚目の局・室ですけども、区役所とはやはり傾向が異なってきまして、その局の事業

に関連した内容になっているところもあります。あるいは、９番目、財政局では個人情報

保護を観点において、職場内研修を開催するとか定期的に点検するというような個人情報

保護に関する取組みですとか、あるいは複数の所属でありますが、ホームページの情報発

信、その際に誰にでもわかりやすい内容になるよう、難しい言葉でなくて、わかりやすい

表現での情報発信となるよう配慮するという取組みが傾向として多くなっています。なお、

平成２６年度、各部署、自己評価でございますけれども、おおむねできているという評価

になっています。２－（１）につきましては、説明は以上とさせていただきます。 
続きまして、資料の２－（２）をご覧ください。「人権が尊重されるまち指標」について

です。趣旨としまして、「大阪市人権行政推進計画（人権ナビゲーション）」に基づきまし
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て「人権が尊重されるまち指標」を策定しています。多様な人権課題に対応する大阪市の

施策や取組みにつきまして、その推移、現状を市民にわかりやすいデータとして示したも

のです。具体的に申しますと、先ほど見ていただいた資料２の中の青い表、上の方に赤字

で人権が尊重されるまち指標、平成２６年度概要版と題している資料です。いくつか表、

数値がありますけども、そちらが具体的な指標です。まず、１番目に基本理念を２つ掲げ

てございます。一つは、人権に関心があると答えた市民の割合。もう一つは、大阪市は市

民一人一人の人権が尊重されているまちであると思う市民の割合。この２つをまず掲げさ

せていただいています。あと、個別の人権課題が続いております、例えば、女性やこども、

高齢者、障がいのある人と、各個別の人権課題において基本指標を定めています、また、

各所属で計画や運営方針を定めていまして、それに基づくその他の指標も含めまして、本

指標は７１項目で構成されています。 
毎年度、指標に掲げる数値がございますけれども、各所属と調整させていただきまして、

最新データに更新しています。現在お出ししているのは平成２６年度版です。今年度、２

－（３）で説明させていただきますけれども、５年に１回実施する市民意識調査を行いま

す。その結果も一部盛り込みまして、平成２７年度版をこれから作っていきます。スケジ

ュールは、資料２－（２）で掲げておりますけれども、案ですが、平成２８年３月ごろ、

新しい平成２７年度版の指標を策定し、公表させていただきたいと考えています。 
次に、資料２－（３）です。「人権問題に関する市民意識調査について」です。「人権行

政推進計画」に基づきまして、実効性ある施策を推進しているところですけれども、今日

なお、さまざまな人権問題がまだまだ存在しています。また、新しい課題も出てきている

ところです。そういった人権問題の解決に向けて市民の人権の意識の変化、動向を把握す

ることにより、今後の大阪市の人権施策全般の方向を考える上で、基礎資料とさせていた

だきます。これまでも、平成１７年度をはじめとして、平成２２年度、今年度ということ

で、５年に１回、市民の意識調査を実施させていただきます。満２０歳以上の市民を対象

に、住民基本台帳データより無作為に２０００人を抽出し、調査を行います。調査スケジ

ュール、項目等について、大阪府と共同して行っている部分もございますので、予定とい

うことでご理解いただきたいと思います。 
○吉岡人権啓発・相談センター所長 人権啓発・相談センター所長の吉岡です。私からは、

議題２－（４）人権啓発の取組みについて、（５）人権相談の取組みについてご説明をさせ

ていただきます。 
それでは、資料２－（４）－１に基づいて、人権啓発の取組みについて説明をさせてい

ただきます。大阪市人権啓発・相談センターで実施している啓発事業についてですが、ま

ず、１ページの地域密着型市民啓発事業ですが、地域に根差した啓発の担い手として活動

していただいています人権啓発推進員、全市で現在８６３名を対象とした育成事業でござ

います。平成２７年度の取組み方向としては、ＰＤＣＡサイクルの徹底を図り、より効果
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的効率的な事業となるよう、昨年度、学識経験者、専門家を構成員とする効果検証会議に

おいて検証いただいた内容を反映したものとしています。１点目は、各種研修会の実施に

当たっては、より効果的な研修内容となるよう全体研修の開催日程を４回から２回に、開

催時間を昼だけの開催から、昼、夜の開催に変更し、それぞれ区役所事業との重複もあり、

人権啓発推進員の方の負担感の軽減、また、昼間働いていらっしゃる方も参加できるよう

参加率の向上を狙いとして行っています。２点目は、人権啓発推進員の方々のモチベーシ

ョンの向上等を図るため、今年９月に発行予定の人権情報誌「ＫＯＫＯＲＯねっと」にお

いて、人権啓発推進員制度や活動事例について紹介するとともに、ホームページ、フェイ

スブック等も活用し積極的に広報を行ってまいります。今年度の事業としましては、新し

く就任された人権啓発推進員と昨年受講できなかった方々を対象とした養成研修を６月、

７月に実施させていただきました。また、９月には全体研修として人権啓発推進員全員を

対象に、特に今年度は戦後７０年であることから、それに関連したテーマで研修を実施し

ます。また、リーダー養成研修として、人権啓発推進員が地域活動に必要となる事業企画

力等のスキルを高め、ファシリテート力の向上を目的とした研修を実施します。さらに、

人権教材等を提供するなどの支援を行います。 
次に２ページです。さまざまな媒体を活用して、市民に人権問題への理解を深めていた

だくため、市民啓発広報資料についてですが、利用者アンケートを参考にしながら、新た

なジャンルを含め購入していきます。また、これまでのホームページでの広報に加え、人

権情報誌「ＫＯＫＯＲＯねっと」を活用し、またフェイスブックも活用しながら、幅広い

広報に努めることとしています。具体的な事業としましては、啓発資料作成・増刷及び啓

発映像ソフトの購入として、人権啓発・相談センターにおいて業務実施しており、適宜、

有効な資料等を購入し、配布、貸し出しを行っています。映像ソフトの貸し出しは、昨年

度の利用実績として貸出し本数１１１３本、延べ６万３０７人の方に視聴いただいており

ます。次に人権情報誌の発行としまして、「ＫＯＫＯＲＯねっと」ですが、方向性として若

者層や地域レベルでの人権の取組みを掲載するなど、誌面内容の充実を図ることを考えて

おります。また、ページ数を８ページから１２ページへと増やしながら、セレッソ大阪と

の連携事業として発行部数の増刷を行うこととしております。事業としては年４回発行し、

本市関係施設や地下鉄駅など、また、市内中高校へ配架する予定です。また、随時ホーム

ページ、フェイスブック等も活用し、人権に関する情報等を提供しています。 
続きまして、３ページの市民に人権を学ぶ機会を提供することを目的とした参加・参画

型事業についてですが、人権に関する作品募集事業の取組み方法としましては、これまで

のポスター等のデザイン、キャッチコピーの募集から、キャッチコピーに絞って募集する

こととしています。また、これまでのポスター等のデザインやフォトなどの優秀作品を融

合させてポスター化等を図りながら活用を図ることとしています。とりわけ、人権への関

心が低いと言われている若年層を対象に、作品の創作活動を通じて、人権意識の醸成を図
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ることを目的に実施を考えています。また、人権の花運動とセレッソ大阪との連携・協力

事業については、大阪市、大阪法務局、大阪第一人権擁護委員協議会で構成する人権啓発

活動大阪地域ネットワーク協議会連携事業として実施をしていまして、全国一斉に国の基

本方針に沿って実施をしています。人権の花運動につきましては、市内２５の小学校にチ

ューリップの球根等を配付し、それを育てていくことを通じて人権意識の醸成を図るもの

です。また、セレッソ大阪との連携・協力事業については、ホームゲーム１９試合では、

電光掲示板に選手による「いじめ NO！」メッセージを放映し、また、年間２試合では人権
啓発イベントを実施し、啓発物品を配布するなど事業を展開し、１２月には小学生を対象

とした事業を予定しています。 
次に４ページです。企業啓発推進事業については、市内の企業、事業者等を対象に人権

研修への支援を行う事業でございます。取組みの方向としましては、より効果的な研修内

容となるようテーマや講師の選定を行うとともに、参加者の拡大につなげることとしてい

ます。事業としましては、「人権啓発講座（入門編）」は、若年層従業員を対象にした講座

を年２回、「労務・人権啓発講座」は労務・人事担当の管理者層を対象にした講座を年２回、

「経営層人権啓発講座」は事業主・経営者層を対象にした講座。特に本年は戦後７０年で

あることから、それに関連したテーマ、平和と人権で講座を年１回予定しております。ま

た、「ブロック別研修」については、市内を５つのブロックに分け、ブロック単位で人権課

題、テーマを設定の上、実施する予定です。 
最後に、「効果検証会議」ですが、冒頭説明をさせていただきましたが、外部の専門家に

参画いただきまして、当センターで全市的に実施している人権啓発事業及び相談事業を対

象として、ＰＤＣＡの観点から啓発手法や事業内容等について、事業効果、課題、改善点

の抽出など事業評価を行うものであり、次年度の事業内容等に反映していくものです。 
次に、資料２－（４）－２今年度の各区における人権啓発事業の予定をまとめたもので

す。特徴的には、５月の憲法週間、１２月の人権週間、１月成人の日などの節目、また、

区民まつりを活用しながら、ほぼ年間を通じて各区でさまざまな啓発事業を取組む予定と

なっています。事業手法も、講演会、街頭啓発、映画会や研修会、セミナーなど集客性を

高めるために色々な工夫をしながら、各区、各地域の特性に応じて実施をいただいており

ます。例えば、北区、中央区、生野区、城東区、鶴見区では戦後７０年記念事業に関する

啓発イベント、また、淀川区、阿倍野区ではＬＧＢＴにかかる啓発事業に取組んでいます。

時間の関係で詳細な説明は割愛をさせていただきます。 
続きまして、資料２－（５）－１人権相談の取組みについて説明をさせていただきます。

１．人権相談事業についてですが、事業の目的は、人権相談を通じて人権侵害の早期発見

及び実態把握に努めるとともに、人権相談事業の充実・強化や他機関との連携強化を深め

て、人権侵害に対する実効性のある救済につなげることです。相談事業は平成２２年４月

から、事業委託により専門相談員を配置して実施しており、平日昼間だけでなく、平日の
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夜間や土曜日、日曜日、祝日にも窓口対応を行っているほか、区役所への出張相談や弁護

士相談、さらに他の専門相談機関と連携して、解決、支援等に当たるなど、より相談者の

ニーズに応じた相談体制としております。相談機関との連携については、担当職員による

人権相談を実施している各区役所とは、毎月定例に人権相談担当者会を開催し、ケースス

タディ、情報提供等を行うとともに、実際の相談内容に応じて、解決に向けたケース検討

会議を随時開催しています。さらに、他の専門相談機関とスムーズに連携できるようネッ

トワーク体制を構築しています。 
次に、平成２７年度における取組みについてですが、今後、一層複雑多様化していく人

権相談に対応し、実効性ある人権侵害の早期発見・救済を進めていくために、センターの

相談窓口の認知度向上と、市民に身近な区役所における人権相談機能の充実及び専門相談

機関とのネットワークの充実に向けて取組んでいきます。相談窓口の認知度向上に向けた

取組みとしては、新規に周知用ポスターを作成し掲示するほか、パンフレットの配布先の

充実、市や府のホームページ、人権情報誌や各区広報紙などの媒体を活用した広報、周知

の充実に努めていきます。区役所における相談機能の充実に向けた継続的な取組みとして

は、ケーススタディの事例研究内容の充実や、ケース検討会議を通じた職員の資質向上、

マニュアルの改訂、事例集等の作成、専門相談員による研修、指導、助言などを行ってい

きます。専門相談機関とのネットワークの充実に向けた取組みとしては、関係会議の開催

による体制の連携強化、相談案件を通じたＮＰＯ団体との連携の拡充を図っていきます。 
続いて、平成２６年度における相談実績についてですが、電話面談等により相談があっ

た実相談件数は４６５８件と平成２４年度から増加傾向にございます。ただ、相談内容を

課題別に分けた課題別件数では９９２７件で、平成２４年、２５年度とは、ほとんど変わ

りがございません。全体として、１件の相談において複数の課題にまたがる相談が少なく

なっている傾向にあるのではないかと考えられます。主な課題別相談内容は平成２６年度

においては、障がい者に関する課題２８０９件、生活に関する課題１５１１件となってお

り、以下は次の資料２－（５）－２にあるとおり、労働、家族、医療、外国人、高齢者、

こども、同和問題に関する課題と続いております。相談の解決、支援等に向けて、他機関

と連携した件数は平成２６年度は１６１０件であり、この内、大阪市こころの健康センタ

ーやクレオ大阪など大阪市の関係機関との連携が４６５件と最も多く、ついで、区役所が

２４４件、弁護士会が２０４件、ＮＰＯ団体が１０９件となっております。詳細について

は、資料２－（５）－２の裏面をご参照いただければと思います。 
平成２６年度は、他機関との連携をしない相談が多かったために、平成２５年度に比べ

て連携した件数は減少しておりますが、連携し得る機関数については、平成２６年度、新

たに４４機関増加し累計で９７機関となり、連携の拡充に向けた取組みは進んでいると感

じています。課題別相談内容の主な特徴、年度による推移を見てみますと、まず、課題別

相談内容では、障がい者に関する課題が平成２５年度と同様に全体の約４分の１を超えて
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おり、障害者差別解消法が平成２５年６月に制定されたことに伴い、障がい者の方の課題

意識が高まったことが主な要因ではないかと考えております。女性に関する課題について

は、平成２３年８月に配偶者暴力相談支援センターが設置されたことに伴い減少傾向にあ

りましたが、昨年度は数名の相談者から繰り返し相談があったことから少し件数が増加を

しています。高齢者に関する課題が急激に減少している理由としては、各区の地域包括支

援センターの認知度が高まった結果、直接、地域包括支援センターに相談を持ちかけるケ

ースが増加しているためと考えています。 
○柴田多文化共生担当課長 続きまして、（６）多文化共生の取組みについて説明させてい

ただきます。多文化共生担当課長の柴田です。 
本市では、昨年度より外国籍住民施策を多文化共生施策と名称を改めて実施しています。

資料２－（６）において、その概要を説明します。平成２６年１２月末現在、本市には１

３２カ国、１１万６８５９人の外国人住民が在住しており、住民基本台帳に占める割合が

約４．４％と、政令指定都市の中で最も高い比率となっております。資料２－（６）－３

にその内訳を示しております。まずは、裏面で国籍別人数、韓国・朝鮮の方が約６割、中

国の方が約２５％、以下ベトナム、フィリピン、米国の順で続いております。また、各区

における外国人住民の比率も、最多の生野区の２０％強から、１％台の区が福島、大正、

鶴見の３区と、区による人数の比率に開きがございます。また、国籍別でまいりますと、

生野区では韓国・朝鮮の方が約９０％、西淀川区ではブラジルやペルーの方が他区と比べ

て多く、また、中央区や浪速区では多様な国籍の方が多く居住しているなど、区や地域に

より特色がございます。この外国人住民と合わせて、現在の国籍を問わず外国にルーツを

持つ人々を総称し地域社会をともに構成する「外国籍住民」として位置づけ、「外国籍住民

の人権の尊重」、「多文化共生社会の実現」、「地域社会への参加」を柱とする『外国籍住民

施策基本指針』に基づく施策を全庁的に進めています。同時に、多文化共生の推進は国や

国を超えるレベルの課題もございますが、その大部分は地域社会での日常生活において、

より具体的にあらわれることから、全市共通の取組みと合わせまして、各区での取り組み、

特に住民に最も身近な区における取組みが重要であります。一部を資料２－（６）－２に

掲載しておりますが、こうした各区の特性を踏まえた取組みを引き続き促進していくこと

が重要と考えております。 
資料２－（６）－１に今年度の取組みの柱立てを示しております。まず、外国籍住民の

情報へのアクセスや地域参加をめぐる現状として、資料の左上にございますように、施設

の表記や各種の書類等に日本語以外の表記が少なく、コミュニケーションがとりにくいで

あるとか、多言語や、やさしい日本語での情報があっても、その存在が十分に知られてい

ないなどにより必要な情報が的確には届いていない。地域住民との付き合いや地域活動へ

の参加のきっかけがないと。それから、言語や習慣の違うことにより近づきにくいなど、

外国籍住民に対するマイナスイメージを持つ地域住民もおられると。こういったことなど
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が、この間の各種調査等の結果からあらわれています。 
そこから、課題として左下に、まず必要な行政サービスやさまざまな社会資源を利用で

きるようにするための前提として情報へのアクセスをしっかりと確保すること、２つ目に

多文化共生についての市民の理解を進める学習機会の提供とともに、外国籍住民自身もみ

ずからの文化等を発信して、市民との相互理解を広げるといった理解促進の取組み。３つ

目に日常的な交流と情報交換の場を作ることを通した「情報へのアクセス」と「相互理解」

の促進という先ほどの２つの課題の両方にまたがる取組みと。最後に、これらの課題解消

に向けた取組みを進める上で、区や地域での多文化共生の施策、事業への支援を充実する

とともに、各施策、事業に多文化共生の視点を取り入れる必要性やその効果等についての

職員の理解をより促進する必要があると考えています。 
そこで、今年度の具体的な取組みとして、まず、「情報へのアクセス」では、「大阪市の

多言語資料一覧」、既存の物がございますが、それを更新するとともに、「やさしい日本語

による施設案内のポイント集」の作成など、「やさしい日本語による情報発信一覧」による

情報をより充実するとともに、ホームページやフェイスブックなどによる情報発信を強化

し、各区や地域等での多文化共生の取組み等を積極的に発信してまいります。２つ目に、

多文化共生に関する理解をより広めていくために、ワークショップや街歩き、施設連携な

どさまざまな手法によるこれまでの取組みに加えて、国際交流センターと連携しての地域

イベントとの協働やＮＰＯ等との協働によるセミナーなど、多様なパートナーシップによ

る取組みを実施するとともに、今後、各区で取り組む場合のモデル的事業として企画、実

施のノウハウのストック化を進めてまいります。３つ目に、何よりも外国籍住民の方々自

身が地域社会の構成員として安心して暮らし、まちづくりの担い手になっていくきっかけ

となる日常的な交流と情報交換の場作りを進めてまいります。外国籍住民のネットワーク

を持つキーパーソンや、地域の識字や日本語教室の関係者の方に、外国籍住民と行政や地

域住民との間の橋渡し役を担う市民ボランティアになっていただき、効果的な情報提供や

ニーズ把握、地域の状況に応じた多文化共生のまちづくりの取組みなどを進める事業とし

て、「多文化共生仕掛け人事業」を実施いたします。合わせて、地域に住む外国籍住民自身

が主役となって文化や情報を発信するイベントを、区や地域で行う「多文化共生地域協働

サポート事業」を、これまでの取組みを継承・発展させつつ拡充してまいります。 
最後に、区等への支援方策として、区職員の参加のもと、多文化共生に関する有識者か

らの意見聴取を対話型で実施し、区現場での実践につなげるご意見をいただき、それらを

もとに区と協力して事業を実施し、その成果をフィードバックして各区でのノウハウの共

有を目指します。窓口の実務担当者研修では、外国籍住民、区役所窓口、国際交流センタ

ーの通訳による３者通訳機能であるトリオフォンの使用法と合わせて、区での先進事例や

有識者からのアドバイスを紹介するなど、実践につながる研修の充実を図ります。また、

庁内ホームページにおける職員向け情報提供を充実し、多文化共生に関する基礎データや
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取組みに役立つ情報を順次発信して、多文化共生施策推進を支援する情報のストック化を

進めてまいります。以上の取組みを通して、大阪で住み、働く外国籍住民の方と生き生き

とまちづくりに参加できるまちを目指していきたいと考えております。 
○村木委員 先に意見を述べさせていただいてよろしいでしょうか。 
○川崎会長 はいどうぞ。 
○村木委員 ５つありまして、幾つかは提言となります。 
まず、各区役所などでの取組み内容ですが結構重複しているところがあるのかなと。似

たような取組みをするのであれば、各区が連携してやったほうが効率的ではないかと思い

ます。 
あと、フェイスブックでの市民局からの情報発信ですが、先ほど見させていただきます

と、それをフォローしているのが八百数十人ということで、もう少し拡散力を増やす取組

みが必要ではないかと思います。我々の団体のフェイスブックでも２千人以上フォローし

ていますので、もう少し需要があるのではないかなと思います。その一案として、例えば、

こういった区役所でこういう取組みをしていますというのをしっかり写真の情報として流

すとか、そういったことがシェアしやすい情報発信をしていただきたいということがお願

いです。 
あと、アンケート調査、市民向けにされるということですばらしい取組みかと思います。

法務省の人権啓発の取組みの強調事項が１７項目あると認識しています。それに対して、

こちらの取組み事項、例えば、性的少数者が抜けているとかあるのですが、少なくとも、

この法務省でやっている取組みの内容はしっかりアンケートに入れていただきたいという

のがお願いです。市役所からの情報発信として、こういったイラストがたくさんあります

よね。これも十分配慮されたイラストで、外国籍住民とか車椅子の方が入っている、すば

らしいと思うのですが、例えばシングルマザーとか同性カップルとかは、これではわから

ないですよね。できるだけ多様な人物を配置するような配慮をお願いしたいということと、

各区でそういうのを作るのは大変だと思いますので、ぜひどこかでそういったイラスト集、

フリーで使えるような素材を作って、各区で使えるようにしていただきたい。そうでない

とやっぱり、お父さん、お母さん、こどもみたいな典型的なイメージしか発信できなくな

ってしまいますので、共有できるような素材づくりをぜひお願いしたい。私、さまざまな

ところからＬＧＢＴに関する人権パネル展をしたいとの要望があって、それの素材をくだ

さいというお願いが、大阪市だけではなくて全国からあるのですが、それであれば各区で

使えるようなものを市として作っていただければいいのではないかと思います。 
あと、もう１点。セレッソ大阪のスタジアムでの取組みはすばらしいと思いますが、ス

タジアムはやっぱり人権侵害が起こりやすいところでもあると思います。ジャパニーズオ

ンリーの垂れ幕の事件とかありましたね。そこでこそ、やっぱりヘイトスピーチに関する

取組みですとか。また失敗した選手に対して、ＬＧＢＴに例えたやじも非常に多いです。
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なので、国際的にはサッカーのスタジアムでの差別禁止の取組みですとか、しっかりやっ

ているところは多いんですね。ＦＩＦＡの中でも宣言にあると思います。ＦＩＦＡの人権

擁護規程にたくさんの項目があるんですね。ぜひそれについても取組んでいただきたい。

例えば、選手を使ったメッセージビデオを作るのであれば、スタジアムだけではなくて、

ユーチューブで是非、全国的に公開するようにしていただきたい。 
たくさん申し上げましたが、私から以上になります。 

○川崎会長 ありがとうございます。事務局のほう、よろしいでしょうか。 
○平澤室長 ご意見いただきましてありがとうございます。１点目、各区の取組みに重複

するものについて連携ということですけれども、現在でも４つの区合同で人権展をやった

といった事例もございますので、こういうふうにできるものはということで、またこの辺

は進めていきたいと考えています。フェイスブックの点については、ご指導いただきまし

たような写真の情報を増やすといった形で、拡散力を増やす努力はしてまいりたいと考え

ています。アンケート調査については、いただきました意見を踏まえまして、今後、大阪

府とも調整を進めてまいりたいと考えています。あと、イラスト集については、予算の制

約もございまして、どこまでできるかというのがございますけれども、できる範囲で、こ

の辺の検討だけはさせていただきたいと考えています。あと、セレッソ大阪の事業につい

ては、今、法務局とも連携して進めておりまして、こちらもいただきましたようなご意見

を踏まえて、また法務局とも色々お話をさせていただきまして、できるだけ多くの方にメ

ッセージが伝わるような形で進めていきたいと考えております。 
○川崎会長 ほかにご意見ご質問ありましたら。 
○村木委員 確認ですが、このアンケートの項目というのは事前に確認させていただける

ものなんでしょうか。我々この場で見れたりするのでしょうか。項目案というか。 
○籔中課長 アンケートとは市民意識調査の関係ですね。今、手元にございますのは５年

前のもの、２２年度の分はございます。２７年度分につきましては、今その内容につきま

して大阪府と検討を開始しているところで、経年変化を見ていくために残していかなけれ

ばならない問題、あるいは新たな人権課題、村木委員がおっしゃっている課題をどうして

いくかというところは、今進行中でございます。できましたらどこかの時点で、審議会の

開催といいますと、来年の恐らくは２月ごろになってしまうと思いますので、何らかの機

会でまたお知らせできるような工夫を考えていきたいなと思います。 
○村木委員 ぜひお願いいたします。 
○川崎会長 たくさんございましたが、ほかにもご意見ご質問ありましたらどうぞ。 
○大前委員 「人権の視点！１００！」実行プログラムの取組みで、先ほど村木委員から

もお話ありまし各区の連携もそうですが、各区で独自のいろいろな取組みをされているか

と思うんですけど、この中でこれは全市的に取組むべきじゃないかとか、例えば淀川区で

したら、それこそＬＧＢＴに力を入れてやっておられるかと思いますし、東淀川区の例え
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ばわかりやすい庁内案内で、これが全市的に有効であると考えられるものについては、全

市的に取組んでいくとか。例えば、前回の事例のときにも、最近、我々も色覚障害の方の

支援の団体さんと一緒に活動させていただくことが多いのですけれども、色覚障害の人に

わかりやすい庁内案内をどこかの区で先進的に取り組まれたときに、これは全市的にやっ

ていくべきではないかというようなものがあれば、ぜひやっていただきたいなと。それ以

外にも２４区でそういうのがあればぜひやっていただきたいと感じているのですが、市と

してどのようなご意向があるのかなど教えていただけたらと思います。 
○籔中課長 「人権の視点！１００！」については、秋に各局、区集まっていただき、情

報共有をする場を作っておりますので、その場で単に資料として提示するというのではな

くて、取組みの中での特徴とか課題など情報共有して、課題を見出していただくというふ

うな工夫もしながら取り組んでまいりたいと思います。 
○村木委員 ぜひ各区に広げたいと思うことの１つがトイレの表示です。トランスジェン

ダーの方もトイレを使いやすくするように、実は淀川区、阿倍野区でしたか、２つくらい

の区がもう対応しているんです。表示をちょっと貼紙するだけですので、ぜひそこは、や

はり多様な市民の方がいらっしゃる場所ですので、公共機関でのトイレ表示は徹底してい

ただきたいと思います。 
○平澤室長 先ほどの村木委員からのご質問で、１点申し忘れたものがございまして、ス

タジアムでのヘイトスピーチの関係でございますけど、スタジアムで現在もスポットのＣ

Ｍを流すという取組みもやっていますということも申しあげたいと思います。 
○川崎会長 ほかにご意見ありますでしょうか。 
○森委員 私は幾つかあるのですけれども、「人権の視点！１００！」というのは、割合穏

やかなものが多いなという印象がありまして、個人的な問題意識で言いますと、今、世の

中でというか、マスコミで話題になっている人権課題というのは、障害者差別解消法関係

のこととか、ヘイトスピーチとか、個人情報の保護とか、ＬＧＢＴとかＳＯＧＩ（性的指

向と性自認）と呼ばれる性的マイノリティにかかわることが特に話題になっているなと思

うのですね。そういうことが、この視点１００の中でそんなに出てないという印象がすご

くありまして、これは視点１００だけでなくて全般について感じていることですけれども、

その辺はどうなのかなと思っています。例えば、大阪教育大学では、障害者差別解消法関

係でかなりいろいろなことをやっているんですよね。基盤整備ということで、障がい学生

修学支援ルームというのを設けて、そこに学生が登録して、そこが中心になって学内の基

盤整備を推進するというようなことをやっていますし、建物、これは大学が遅れているだ

けですけど、エレベーターを付けるとかいうようなのを徹底してやったり、先ほどあった

トイレのこともそうですし、かなりいろいろなことをやっています。授業に障がいがある

学生がいたら、必ず２人ぐらいサポートの学生をつけて、そのための謝金を出すとか、い

ろいろなことを結構やっているもので、それは全て障害者差別解消法の施行に向けてやっ
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ているんだというのがあるものですから、その割には出てくるのが少ないなと感じていま

す。この１００だけではなく、その辺りどうなのかと思いました。 
それから、同じようなことは、資料２－（５）－２の相談の項目の中に、平成２６年度

における相談実績の分類項目の中に、先ほどの話にもありましたが、例えばＬＧＢＴやＳ

ＯＧＩや性的マイノリティにかかわる項目は設定されてないですよね。それは項目が少な

いからかもしれませんが。あるいは、その他の中にインターネットのことが出てきていま

すけれども、これなんかも今だったら、独自の項目を立ててもいいのではないかなとか思

います。例えば、その他結構、件数あるんですけども、この中でインターネットが占める

比率はどれぐらいなのかと思いながら拝見していました。 
今のが大きなところで、あとは、一つは日本語や識字について、多文化共生という施策

の、これ担当部局でやっているものに限って報告いただいているのか、その辺りがよくわ

からないのですけど、個人的にはといいますか、大阪市がやっている事業の中でも、外国

人とのかかわりが深く、そこから市民の中の日本国籍、外国籍の人たちの交流やつながり

が広がっていく可能性を含むものとして識字・日本語学習というのはあると思うのです。

大阪市の場合は在日韓国・朝鮮人の方が６割を占めるということですから、識字問題とい

うのも多文化共生の施策の中に十分位置づくものだと認識しているのですけれども、そう

なると、例えば生涯学習の部門でやっていることとかも、もっとこの中に出てきてもいい

のではないかとも思いました。 
それから、人権の花運動というのがありますね。法務局には法務局の位置づけがあると

思うんですけども、大阪市として花を植えたら人権が促進されるという理屈づけはどうさ

れているのかというのは伺いたいです。学校的に言うと、緑化運動の一環でこれは非常に

やりやすいと思うんですけれども、花を植えることと人権を育むというのはどういう関連

なのかというのが質問の一つです。 
それから、ＰＤＣＡサイクルを強化してというのがあったのですけれども、ＰＤＣＡサ

イクルというのは悪くすると念仏みたいなもので終わって、結局あんまり意味がないとい

うこともあるなと日々感じているものですから、ＰＤＣＡサイクルを強化するという時に

何を具体的に強化しているのかというのを伺えるといいなというふうなことを思いました。 
○川崎会長 たくさんございますが、事務局、お答えできますか。 
○平澤室長 視点の関係で、穏やかな物が多いというご指摘いただいておりますけれども、

各区、局で具体的に取り組めるものということで取り組んでいただいておりまして、色々

ご指摘ありましたが、新しい人権課題につきましても、私どものほうから情報提供しつつ、

各所属において取り組める取組みには、ぜひ積極的に新しいものにも取り組んでいただき

たいといったことは周知してまいりたいと考えています。 
○森委員 口を挟んで恐縮ですが、その際に、私が特に思うのは、障害者差別解消法関係

の取組みは行政にはすごく求められている気がするのですね。その割にはここに出てきて
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ないなという印象があって、そういう趣旨が強いです。 
○平澤室長 障がい者の関係につきましては、所管しております福祉局とも連携をいたし

まして、そういった情報提供も合わせて進めていきたいと考えております。 
○吉岡所長 相談の分類の枠組みですけども、これはまだ変更してないというのがありま

して、この枠組みにつきましては平成１４年だったと思うのですが、人権擁護法案が策定

されるという時期に、人権相談の人権侵害の枠組みをその法案のときに策定したわけです。

この部分はこうだということで、それを今利用させていただいて、そこで、分類をさせて

いただいております。今、森委員が言っていただきましたように、工夫はしていかなけれ

ばならないと思っておりますので、ご意見としていただいて、また事務局で考えさせてい

ただきたいと思っております。 
○森委員 １０年以上前ということですよね。 
○吉岡所長 そうだったと思うのです、人権擁護法案の策定時です。これはちょっと、実

現はされてないですけど。それとインターネットの件数ですが、今日、数をきちっとした

ことが言えないので、また後日、お伝えしたいと思います。 
○柴田課長 識字、日本語教室ですけれども、この件については、本当に森委員にいろい

ろとご指導いただきたいと思っているところですが、もちろん教育委員会の所管の識字、

日本語教室との連携は当然、前提ですが、まず、社会教育施設のさまざまな場所、それか

ら小学校を活用した生涯学習ルーム、そして市民交流センターの識字教室、それから、そ

の他生涯学習関連施設でクレオや国際交流センターなどの学習施設での取組み、合わせて

民間で自主的な識字、日本語教室も取り組まれており、いろいろと把握はしながら、関与

の度合いはそれぞれさまざまですけれども、連携を図っております。教育委員会が実施す

る識字、日本語教室のボランディアの皆さんのステップアップ研修などを、明日もあるの

ですけれども共催という形で連携しています。 
○吉岡所長 人権の花運動ですが、国から補助金をいただいておりまして、先ほども説明

させてもらったのですが、人権啓発活動地域ネットワーク協議会というもので、動かして

いただかせているものです。花を植えるだけではなく、学校に行きまして、その地域に人

権擁護委員さんが、町にはこういう人がいるので、困ったことはいつでも相談しにおいで

よという、身近に小さい頃から人権感覚をつかんでもらう、また、地元で何かがあったら

すぐ伝えてねというような形で、花を一つの機会に使っているものだと思いますので、我々

もこの活動には共感をしながら参画をしていきたいと思っております。 
○平澤室長 ＰＤＣＡサイクルのご質問、人権啓発相談のところだろうかと思いますけど、

効果検証会議いうことで、例えば平成２６年度の事業の進め方について、例えば、こうい

った点を工夫してより、広報すべきではないかとか、情報報提供すべきではないかといっ

たあたりの視点をご指摘いただきまして、次年度の事業に生かしていくという形で取組ん

でおるところでございます。例えば、人権啓発雑誌や広報紙なども、例えば１ページ目で
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すね、そのあたりは、写真を活用するといった形でアイキャッチをひくような構成にする

方がよいとそういったご指摘を受けて、ＰＤＣＡサイクルをまわして、より事業の充実を

目指していくという形で取り組んでいるところでごいます。 
○川崎会長 森委員、答にはなっているでしょうか。 
○森委員 はい。 
○川崎会長 他にご意見ございましたら。 
○西田委員 いくつか気づいた点ですが、今話題になっている資料２－（５）－２の相談

実績の変化ですけれども、一貫して上がっている中で気になるのは生活の部分で、やはり、

貧困問題がどんどん深刻化している現れなのかなという印象なんですが。その他の中のサ

ラ金、ホームレスなど書いていますが、それらも含めると、相当もしかしたら、もっと激

しい上がり方になっているのかもしれないなと。何かその関連の情報があれば教えていた

だきたいと思いますし、生活のこの項目の相談を、恐らく福祉のセクションにつなげてい

っているだろうと思いますが、改めて福祉のセクションの活動とこの人権の取組みという

のは、どのようにリンクしていけばいいのかなというのが、障害者差別解消法の話も出ま

したけれども、今後どういうふうに考えていくのが一番生産的なのかと、１つの考えどこ

ろではないかという印象を持ちました。それから、外国籍の住民の方の情報が大変興味深

くて、私は認識不足でですね、ニューカマーの外国人問題というのは、大阪あたりでは、

あまり表面化していないのではないかと勝手に思ったのですが、これを見ていくと、北関

東で起きていることと東京のど真ん中で起きていることが、大阪市内で同時に起きている

んだと、全国の縮図としての大阪市の外国人問題ということを教えられたデータでした。

例えば、浪速区が結構多くて、しかも増えている。また、その他の方が大変多いですよね、

その他という区切り方では実は重要なところが見えてこないのではないかという印象もあ

ります。この外国人住民に関しての分析がきちんとなされているのかどうか、別のセクシ

ョンできちんと把握されているのであればそれでいいのですけれども、課題の現れがきち

んと把握されているのかなというあたり、ちょっと気になりましたので、何か情報があれ

ば教えていただきたいと思いました。 
○森委員 貧困率ですけど、２００７年の都道府県別貧困率という数字は見たことがあり

まして、大阪府は沖縄、鹿児島、高知に次いで高いところから４番目という数字だったの

です。この市町村別の貧困率ってあるのですか、もしあるなら教えていただけるとありが

たいです。 
○西田委員 市の中での多様性、外国人問題について指摘しましたけども、貧困問題も恐

らく相当、区毎に違っていて貧困率は出なくても、例えば、就学援助率は恐らくすぐに集

計可能ですよね。貧困率に代替する指標と考えていいと思いますし、そのあたりは福祉等

のセクションでは突っ込んだ把握というのは難しいのかもしれないという印象もありまし

て、例えば、人権のセクションで貧困問題を重要な生活課題、人権課題としてとりあげて、
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区毎の貧困実態はどうなのかという問題の把握と提起は実は重要な課題かなと思いました。 
○川崎会長 事務局どうでしょうか。 
○吉岡所長 人権相談の中で生活に関する部分ですが、貧困や生活保護の部分で、どれだ

けの相談があったかといいますと、昨年度は１，５１１件の内、貧困、生活保護について

は５６７件となっております。ただいま委員の方々がおっしゃったように貧困問題に目を

向けてどうしていくのかについては、今現在、それはまず相談なので、その方を受けて、

人権侵害を受けていないか、どの窓口がいいのかと判断をして、相談者の方がどういう道

を歩んでいくのかという道筋を立てていくのが、まずは人権相談窓口ではないかと思って

おります。それで、非常にひどい問題であれば、相談者に同行をして、弁護士相談であっ

たり団体のところに行ったりする場合もございます。それと、貧困問題ということですが、

先ほどの人権啓発推進員の研修で今回、こどもの貧困も非常に大きな社会問題ということ

で、地元で活動していただいている人権啓発推進員の方には、きちっと知っていただきた

いという部分もあって、こどもの貧困問題をテーマに研修をさせていただいております。

貧困率は、相談窓口では拾い切れていないです。 
○森委員 それはそうでしょう。 
○吉村理事 生活困窮者、貧困の関係でございますけれども、ご承知の通り、この４月か

ら生活困窮者自立支援法が施行されまして、現在、福祉局を中心に制度の運用を行ってき

ております。各区のほうにも総合相談窓口を配置いたしまして、そういう生活困窮者の方々

を広く対象として相談にのって適切な支援につなげているということで始まっているとこ

ろでございます。福祉局におきましては、公表はしていないかもわかりませんが、市全体

でどのぐらいの生活困窮者、対象者がいるのかとか、各区でもどのぐらい存在するのかと

いうベースの数字はつかんでいると思います。ただ、貧困率ということで公表の数字では

なかろうかと思います。そういうことで、市民局といたしましても、人権にかかわる部分

も出てきますので、福祉局とも十分連携して、相談窓口に関しましては互いに連携してつ

なぐような形で取組みを進めていきたいと考えております。 
○柴田課長 外国籍住民の分析についてですが、まず、その他が３％でございますが、最

初に申しあげましたように、本市には１３２カ国の方が現に在住しておられるということ

でありまして、その詳細の数字は都市計画部門で把握をし、ひと桁単位まで資料としては

ございます。あと、大阪が全国の縮図とのご指摘はまさにその通りだと思います。１つに

はもともと歴史的経過をもつ韓国・朝鮮の方の比率の高さ、大阪市が以前から人権の視点

で取組みを進めて参りましたが、全国的に外国籍住民や多文化共生が政策課題になってく

るのは、９０年代以降のいわゆるニューカマーの皆さんが来られるようになってからとい

う流れがございます。で、大阪も当然、そのニューカマーの方の比率もかなり高いことに

なります。ですので、全国の縮図があらわれているというのはまさにその通りだと思いま

す。大阪の中でも、先ほど申しましたように生野区の特色や、浪速区とおっしゃいました
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が、浪速区や中央区は非常に多国籍と中心部の多国籍化が進んでおります。そして、西淀

川区はブラジル、ペルーの方というふうに、いわゆる９０年代以降の新しい人の入国管理

施策の元での動向がストレートに出ているところだと思いますし、そういった点で全国の

各自治体でそれぞれ特色のあるものが、大阪の場合は非常にまたがって複数あらわれてい

るところがございます。そのあたりまでは把握しているのですが、そこから先はまず、こ

れまでの多言語の対応などにつきましても人数の多い方からという形になっておりまして、

あわせてやさしい日本語の活用ということを進めて行っているところでございます。 
○川崎会長 他にご質問ご意見ございましたら。 
○森委員 相談実績にかかわるところ、資料でいうと２－（５）－２に注目の一つがいっ

ていると思うのですけれども、この中で、気になるもう１つの点は、例えば、下から５つ

目くらいですかね、外国人というのがありまして、外国人の方からの相談件数はかなり少

ないですね。それから、下から２つ目の同和問題関係の相談件数もかなり少ない数字が出

ていますよね。この相談件数で、相談実績で見る問題の見え方と実際に起こっている問題

の状況とは違っている面もあろうかと思っていまして、その辺りは市としてはどう受けと

めておられるのかを伺いたいのですけども。 
○吉岡所長 これは人権相談窓口に来て、相談員がお話を聞いて、実際、外国籍の方がこ

られて不当な取扱いをされている、また、障がいをお持ちの方であれば、障がいのところ

にも入りますし、外国人のところにも相談件数が入ってくるというわけなんですけど、た

だこの部分につきましては、実際の相談件数という形になっています。 
○森委員 そのことは良くわかっているつもりではいるのです。市としては相談件数はこ

うだから、もう外国人あんまり大した問題じゃないですねとか、同和問題って大したこと

ないですねという捉え方なんですかという質問なのですが。 
○平澤室長 そういった捉え方ではもちろんございません。当然、外国人の相談件数、少

ないことはございますけれども、実際、ヘイトスピーチで非常に問題になったということ

で取組みもしておりますし、同和問題につきましても、差別的な落書きなり、起きればき

っちり対応するということには進めてまいっております。それはもちろん、件数だけで物

事を認識すると、実態と相談件数が全て比例すると、そういった短絡的なことは考えてお

りません。そのようにご了解いただきたいと思います。 
○森委員 一歩進んで、では、こういう捉え方をしたときにはこんな風に問題は見えてい

ますという、もう１つ別な観点で、今日、いただいた資料の中では、唯一かな、問題状況

について数字的に示された資料だと思うのですね。数量的に示す必要は必ずしもないと思

うんですけれども。端的に、大阪市内で発生している人権課題というのを、相談件数とは

別の角度から見たときの全体像みたいなのがあるといいなということなんですけど、それ

はどうなんですか。 
○平澤室長 本来は今日も説明で使わせていただきましたように、人権が尊重されるまち
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指標、この中にある人権課題を取り上げまして、それぞれに関する指標のパーセンテージ

ですといった形で進めていますので、こういったもので、大阪市として人権課題に対して

の取組み、もちろんここに載っていない課題につきましても適宜、適切に対応してまいり

たいというようには考えています。審議会のほうでいただきましたご意見でありますとか、

新たな人権課題に対する提起、提案そういったものも踏まえて今後検討してまいりたいと

思っています。 
○川崎会長 では、次の議事を進めさせていただきます。議題３のその他報告事項につき

まして、これも一括して事務局より報告をお願いします。 
○吉岡所長 人権啓発・相談センター所長の吉岡です。資料３－（１）に基づいて、４月

の中旬から発生しております連続差別事象についてご報告をさせていただきます。４月の

中旬から同和問題に関して露骨な差別表現が記載された文書が、大阪市をはじめ府内のい

くつかの市において広域的、連続的に配布をされています。これは極めて悪質な事象でご

ざいます。市内では本市施設や事務所等に送付されるとともに、複数区にわたって市営住

宅の集合ポストにも直接投函をされています。基本として、A４版１枚の文書が大阪市内で
は７箇所に送付され、市営住宅２５棟の集合ポストに３つに折られて投函されていまして、

市外においては、同じく１０箇所、公営住宅の集合ポスト等に投函をされているというこ

とになっています。その他の方法として車のワイパーのところに、直接、紙を置くなどを

している箇所が２箇所ございます。今のところ、５月２５日に大阪市の市営住宅で投函さ

れた件を最後に発生はしていません。本市の対応として、すぐに全所属に当該事象を説明

し、連絡・対応体制を設置するとともに、５月２９日に市民の方へのメッセージを市のホ

ームページに掲載をしています。メッセージにおきましては、市民の皆様方に誤った認識

や偏見を植えつけ、差別意識をあおるような差別文書を広く配布する行為については断じ

て許すことはできないとの市の認識を示したうえで、差別文書を発見されたときには速や

かに区役所もしくは人権啓発・相談センターに通報をいただくようにお願いしている内容

になっています。 
○柿木共生社会づくり支援担当課長 共生社会づくり支援担当課長の柿木と申します。資

料３－（２）第４回大阪市同和問題に関する有識者会議について報告させていただきます。

同和問題に関する課題の解決に向け、幅広い方々からご意見をいただくことを目的に設置

しております有識者会議は、年２回程度開催し、その概要をこの審議会において報告させ

ていただいています。平成２７年３月１８日（水）に開催されました第４回の有識者会議

について説明させていただきます。 
議題は４つありまして、１つ目は、大阪市における人権相談事業について人権・啓発相

談センターからの事業内容、相談事例を含めた説明を行っております。委員の方々からは

相談事例から感じた感想や検討課題などの意見をいただいています。 
２つ目は住民票の写し等の交付に係わる本人通知制度についてでございます。平成２７
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年２月２日に開始されました登録型本人通知制度について概要を説明し、委員から今後の

周知方法及び啓発についてご意見をいただいたところです。登録型本人通知制度とは住民

票の写しなどが第三者に取得された事実を、事前に登録が必要ですが本人に通知すること

で、不正な請求を未然に防ぐとともに市民の皆さんの人権やプライバシーを守ることを目

的として実施されております。大阪府下全域で実施されているということでございます。 
３つ目は、「国勢調査を活用した実態調査」についてですけれども、大阪府が平成２６年

度に実施されました「国勢調査を活用した実態把握報告書」に基づき、この調査に関わっ

てこられました西田委員よりもご報告をいただいております。今回この調査は、旧の同和

対策事業対象地域と地域外での生活に困難を抱えた人達の実態を把握するために、都市計

画区分を活用し、対象地域と対象地域に隣接する地域、また対象地域と同様の課題がある

地域（基準該当地域）の特徴を比較したとの報告を受けたところでございます。委員の方々

からは大阪府のこういう調査に基づいて、高齢者世帯、ひとり親世帯の比率や学歴と就労

実態、女性の労働率について意見をいただいたところです。 
４つ目はその他として、ヘイトスピーチについて、大阪市ヘイトスピーチへの対処に関

する条例案要綱案の概要について説明を行い、委員の方々から本市のとるべき措置等に関

するご意見等をいただいたところです。 
○川崎会長 ただいま報告がありました２点につきましてご意見ご質問等ございますでし

ょうか。 
○森委員 別の箇所で質問しようとしていたことですけれども、市民交流センターの廃館

が来年３月に控えているタイミングだと思うのですが、結構、重要なことだと思っていま

す。先ほどの識字、日本語学習でも話に出ましたけど、識字、日本語学習の場として結構

活用されてきた、それがなくなるということで、学んで来られた方達は、悪くすれば行き

場を失うということにもなりかねない事態を迎えていると思うのです。このあたりは、有

識者会議では議論されなかったのかという質問と、それとは独自なこととして、大阪市と

して市民交流センター、今、識字の話でいいましたが、それ以外の面でも人権促進という

観点ではかなり重要な役割を果たしてきたと思うのですね。それが、廃館ということにな

ったために大幅に取組みが低下するということがないように、どんな手だてを打とうとし

ているのかということを伺えたらと思います。 
○川崎会長 よろしいでしょうか、事務局お願いします。 
○柿木課長 今、ご質問いただきました市民交流センターの廃止ということですが、来年

の３月末で廃止ということで議会でもご議論いただいたところであります。これにつきま

して、有識者会議ではどうするのかというような議論はされておりません。担当課も別の

ところもあるのですけど、そこで市民交流センターで実施しています識字学級、また、サ

テライト事業など、この施設を利用していろいろな事業が実施されています。その点につ

いて、既存の社会施設、その他の施設を利用して、できる限り支障のない形で継続した取
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組みをしようと、関係局それぞれの所管局で今、どのような場所でどのように実施するか

考えていると把握をしておるところであります。確かに市民交流センターで地域の方々、

周辺の方々を含めて、相談や交流をされてきたという事実もありますけれども、やはり、

大阪市全体の課題として捉えるべきところもございますので、現在ある社会施設なり既存

の施設をいろいろ活用をして、また、区をはじめ関係局が連携をしながら取り組まれてき

た事業等について継続した形でどのようにできるのか、検討していきたいと思っておりま

す。 
○森委員 最後の話を伺っていると、今はプランがないというふうに聞こえるのですけれ

ども、そういう受け取りでいいですか。 
○柿木課長 それぞれやっている事業については、それぞれ所管局で継続してやっていこ

うということでやっています。とりわけ、自立支援等を含めた形で福祉局のほうでも先ほ

ど理事からもありましたけど、そういう事業を展開されるときに、いかに連携をとれるか

ということも模索していこうと。それぞれの行政課題、行政分野でどの様なことができる

のかということは議論をしているということでございます。 
○森委員 先ほどＰＤＣＡの強化ということが、話として出てきたのですけれども、市民

交流センターについてＰＤＣＡの強化というのは具体的にどう図られているんですか。例

えば、利用者の実態調査とか、利用実績はこうだと、この人達がほかの学習の場所で学習

をするとしたら、こういう可能性があるとか、ＰＤＣＡでされるなら、そういうのがあっ

ていいと思うんですけどいかがでしょう。 
○柿木課長 利用率等につきましては、所管課のほうで部屋の利用なり、そういうのはも

う把握はしております。ただ、市民交流センターというのはコミュニティ振興施設条例上

の施設であって、貸館を中心にやっているという側面もございますので、その辺やはり見

きわめながらやらなければならないという認識はございますけども、ただ３月末で廃止、

で、その後そこでやっていたどの事業を、今後の府の人権施策なり大阪市の全体の中でど

うしていくかということは、やはり、一長一短にはなかなかいきませんけども、それぞれ

の所管局で案を練っているということでございます。 
○森委員 繰り返しになりますが、調査をする予定や既に実施した調査はあるのですか。

貸館率とか利用率とか別にいいと思うのです、どういうところの方がどういうふうに来ら

れていて、どういうメリットを感じておられて、それがなくなることによってどういう不

利益が発生し得るのかというのは調査しないとわからないと思うのです。利用者の調査と

かいうそういうタイプのことを。 
○柿木課長 直接の担当ではございませんので、申しわけございません。今、指定管理制

度でそれぞれ市民交流センターを運営されておりますので、その施設長の方々とも相談し

ながら、どのようにしていくかということは所管局、所管課のほうでも会議もされており

ますし、現在そこで運営されている方々等の意見もいただきながらやっているということ
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は聞いております。それ以上はお答えできる用意がございません。 
○森委員 基本的には市民交流センターは廃止すべきではないというふうに思っているの

もあるのですけども、廃止するというようなやむを得ない状況であると、そこに迫ってい

るとすれば、それに対して行政として、どうするのかというのは、調査も踏まえて提案と

いうか政策を作るべきだなというのを思っています。それだけ、つけ加えさせていただき

ます。 
○川崎会長 そのほかにご意見はございますでしょうか。よろしいでしょうか。それでは、

本日の議題は以上でございます。本日ご議論いただいた内容やご意見につきましては、今

後、人権行政の取組みを進めるにあたり、十分に反映、活用いただけるよう事務局でご検

討の上、着実に実施を図っていただきたいと思います。また、検討課題とされました内容

につきましては、次回の審議会２月頃になりますが、それまでに必要であれば随時，適当

な方法でご報告をいただきたいと思います。それでは、事務局へお返しいたします。 
○司会 寺見係長 本日は、次回の審議会につきましては平成２８年２月頃の開催を予定

しております。追って、委員の皆様方に日程を調整させていただきます。以上をもちまし

て第３１回大阪市人権施策推進審議会を終了いたします。本日はありがとうございました。 


